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１．はじめに 

 

 平成12年度の都市計画法改正により、市町村都市

計画審議会(以下、市町村都計審)が公式に都市計画

決定手続の一プロセスとして位置付けられ、その権

限が拡大した。 

 法改正以前の市町村都計審では、事務次官通達

(昭和四十四年、都計発第七十三号)によって設置が

奨励され、地方自治法上の審議会等の一つとして都

市計画区域を持つ多くの自治体で設置されていた。 

市町村都計審を含む「諮問機関」の設置目的につい

ては、一般的に「行政の専門化への対応」、「利害

調整」、「行政の民主化」が挙げられている1)。こ

こで平成12年改正以前の市町村都計審の設置目的に

ついてみると、昭和43年の国会議事録2)からは、都

市計画の原案作成時(特に区域区分設定時)の利害調

整に主眼があったことが読み取れる。実際、上述の

事務次官通達においても、特に区域区分設定の際の

審議には、(利害調整のため)市町村の関係団体の代

表者や農業委員会、農業協同組合等の代表者等を

「学識経験のある者(以下、学識経験者委員)」とし

て加えることとされていた。以上に関しては二宮3)

も同様の指摘をしている。 

 さて、同法改正において、都市計画審議会の役割

は「審議」から「調査審議」に変更された。これに

は、市町村都計審が、従来からの行政事務局との諮

問と答申という関係に留まらず、自ら主体的に都市

計画に関わる諸事項を調査することや、それに基づ

いて提案、建議を行うことが期待されたことが背景

にある。このように、市町村都計審の役割は拡大・

強化されたが、現実の市町村都計審の委員構成が

「調査審議」に即しているか、「調査審議」が都市

計画基礎調査と将来予測を踏まえたアカウンタビリ

ティを果たしているかが本研究の問題意識である。

そのため本研究では「委員構成」に着目し、特に

「学識経験者委員」に絞って検討する。これは、学

識経験者が、「調査審議」の上で主導的な役割を期

待されていると考えられるからである。本研究は，

学識経験者委員の委員構成と、その背景を分析した

上で、学識経験者の構成から見た今後の市町村都計

審のあり方に関し考察するものである。 

 

２．既存の研究 

 

 市町村都計審の委員構成に関する研究として、西

田4)は、法改正前に東京周辺の市区を対象としたア

ンケート調査から「都市計画の専門で中立的な委員

がほとんどいない」ことを指摘している。また著者

らは法改正後を対象に、大まかな学識経験者委員の

構成を把握し、地方部における人材不足の可能性を

指摘している5)。また、公開状況について調査を行

い6)、開催回数や事前面談等の実態について明らか

にしてもいる7)。ただし、法改正後の地方部の市町

村都計審を対象に、学識経験者委員の構成とその背

景に関する詳細な分析は課題として残されていた。 

 

３．分析の枠組み 

 

 本研究での調査項目を表－1に整理した。分析で

は、まず調査対象とした市町村の市町村都計審の設

置状態，自治体の人口規模と学識経験者委員の総数、

「教員委員」の専門分野と「その他委員」の選出母

体、職業を把握することを通して現状の学識経験者

委員の構成を分析し，現状の委員構成になっている
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背景を考察し，併せて自由意見の整理を行い，最後

に考察を行うこととする。 

 

４．分析結果 

 

(1)アンケート回収率と市町村都計審の設置状態 

 本研究では平成15年5～10月に政令指定都市(福岡

市、北九州市を除く九州地方の都市計画区域を持つ

264市町村を対象にアンケート調査を行った。アン

ケート調査票は九州各県の協力を得て配布・回収を

行い、264市町村中246市町村から回答を得た。この

うち，「都市計画法に基づく市町村都計審を常設し

ている」と回答した自治体は77市131町，「地方自

治法上に基づく市町村都計審を設置」が2市8町、

「必要に応じて市町村都計審を設置」が12町、「市

町村都計審を設置していない」11町1村と、市町村

都計審の設置状態は一様ではない。なお以降の分析

では「都市計画法に基づく市町村都計審を常設して

いる」と回答した77市131町を分析対象とする。 

 

(2) 現状の学識経験者委員の構成 

(I) 学識経験者および教員委員の構成 

 表－2に学識経験者委員数と人口規模との関係を

市・町別に示す。市では2～4人の学識経験者を任命

しているものが43市と最も多く、町でも同様に98町

であり，ほとんどの自治体では複数の学識経験者委

員を任命しており、この点だけを見れば審議が行え

る体制を整えていると見えるが，人口規模が小さく

ても多くの学識経験者委員を任命している自治体も

あり，人口規模と学識経験者委員数との間に強い関

係があるとは言い難い。 

 次に、学識経験者委員中の教員委員数と人口規模

との関係を表－3に示す。表より、41市106町で教員

委員を任命していない。また、教員委員を任命して

いる自治体においては、1人または2人の教員委員を

有する自治体が24市24町とその大半を占めており、

3人以上を有す自治体は12市1町のみである。人口規

模との関係で見ると、人口9万人以上の自治体では

教員委員を任命していない自治体はないが、人口規

模が大きいほど多くの教員委員を任命しているとい

う傾向も見られない。無論、教員委員の存在の有無

のみで市町村都計審の「専門性」を計れるものでは

ないが，教員委員が学術的・専門的な知識・経験を

保有することを考えると、教員委員の存在は専門性

確保のための必要十分条件ではないが、少なくとも

必要条件であると考えられる。したがって、多くの

自治体で「教員委員」が任命されていない現状は、

改善の余地があろう。 

(II) 教員委員の専門分野 

 表－4より、教員委員は多様な専門分野から選出

されていることがわかる。最も多くの自治体で任命

されている教員委員は都市計画関係を専門分野とす

る者であり、20市13町で任命されている。次いで多

いのが建築学関係で、14市7町がその教員委員を任

　表－２　人口規模と学識経験者委員数
市

人口規模 1 2～4 5～7 8～13 計
3万人未満 0 19 2 0 21
3万人以上6万人未満 0 14 13 0 27
6万人以上9万人未満 0 6 7 0 13

9万人以上12万人未満 0 3 1 0 4

12万人以上15万人未満 0 1 2 1 4

15万人以上 0 0 3 5 8

計 0 43 28 6 77
町

人口規模 1 2～4 5～7 8～9 計

3万人未満 2 88 26 1 117

3万人以上5万人未満 0 10 3 1 14

計 2 98 29 2 131

学識経験者委員数

学識経験者委員数

　　表－３　人口規模と教員委員数
市

人口規模 0 1 2 3 4 5 6 計
3万人未満 18 3 21
3万人以上6万人未満 17 6 3 1 27
6万人以上9万人未満 6 4 3 13
9万人以上12万人未満 1 2 1 4
12万人以上15万人未満 2 2 4
15万人以上 1 5 1 1 8

計 41 16 8 9 1 1 1 77
町

人口規模 0 1 2 3 4 5 6 計
3万人未満 100 14 3 117
3万人以上5万人未満 6 6 1 1 14

計 106 20 4 1 0 0 0 131

教員委員数

教員委員数

表－４　教員委員数の専門分野別の任命自治体
専門分野 市 町 計 専門分野 市 町 計

都市計画関係 20 13 33 医療福祉関係 7 1 8
建築学関係 14 7 21 環境関係　 7 0 7
交通計画関係 3 1 4 経済学関係 4 1 5
土木工学関係 3 1 4 法律学関係 3 2 5
人間環境学関係 4 0 4 農林学関係 1 1 2
行政学関係 0 1 1 電気工学関係 1 0 1
社会科学関係 1 0 1

表－５「その他委員」の選出母体
および職業別の任命自治体数

選出母体、職業 市 町 計 選出母体、職業 市 町 計

商工会
（商工会議所）

37 74 111 農業委員会 23 54 77

農協・JA 16 34 50 自治系組織 5 23 28
市町村職員OB 2 21 23 建築士（会） 15 6 21
県庁職員OB 0 15 15 漁協・漁業組合 4 8 12
観光協会 3 5 8 弁護士 4 1 5

　表－１　アンケート調査項目
調査項目 設問内容

1）学識経験者委員の
　 構成

・学識経験者委員数
・高等教育機関の教員委員数
・教員以外の委員数
・教員委員の専門分野
・教員以外の委員の職業、
　選出母体

2）学識経験者委員の
　 選考課題

・高等教育機関の教員の
　任命可能性
・教員以外の委員の任命理由

3）臨時委員、専門委員等
　  の制度の活用状況

・臨時委員、専門委員の
　任命経験の有無
・任命した事例と任命回数
・専門部会等の設置経験の
　有無
・設置事例と設置回数

4）審議案件数 ・平成14年度総審議案件数



　　　　　　　　　表－６　教員委員を任命している自治体の近隣の教員委員の存在状況

人口 市 町 計 市 町 計 市 町 計 市 町 計 市 町 計

3万人未満 3 12 15 2 2 1 1 2 2 3 17 2
3万人以上6万人未満 6 5 11 4 2 6 1 1 1 8 18
6万人以上9万人未満 4 4 3 3 7 7
9万人以上12万人未満 3 3 1 1 4 4
12万人以上15万人未満 4 4 4 4
15万人以上 7 7 1 1 8 8
合計 27 17 44 8 4 12 1 1 2 0 3 3 36 25 61

合計

近隣の高等教育機関か
らの人材は少ないの
で、必然的に委員候補
が特定される

近隣の高等教育機関からの人材
は多いので、その中から専門分
野、年齢、これまでの経緯等を
踏まえ、依頼することができる

その他 未回答

　　　　表－７　「その他委員」の任命理由

市 町 合計 市 町 合計

高等教育機関の教員が
少ない（いない）の
で、農業委員、商工会
（商工会議所）等に委
員就任を依頼している

1 6 7 33 61 94

より幅の広い議論を行
なうため、高等教育機
関の委員に加え、農業
委員会、商工会（商工
会議所）等に委員就任
を依頼している

27 10 37 4 9 13

より幅の広い議論を行
なうため、住民委員の
枠を補足する意味で、
高等教育機関の委員に
加え、商工会（商工会
議所）等に就任を依頼
し、学識経験者とみな
している

2 3 5 1 11 12

その他 5 4 9 2 10 12
未回答 1 2 3 1 15 16

合計 36 25 61 41 106 147

教員委員有り 教員委員無し

県名

正会員で
ある高等
教育機関
の教員

市町村都
市計画審
議会数

福岡県 54 50
佐賀県 7 18
長崎県 5 32
熊本県 15 26
大分県 6 15
宮崎県 5 28
鹿児島県 4 39
合計 96 208

表－８　各県別の正会員
教員数と都計審数

命している。また，紙面の関係

で表には示していないが，集計

結果から、都市計画と関連が深

いと考えられる都市計画関係、

建築学関係、交通計画関係3分

野の何れの分野の教員委員も任

命されていない市町村都計審が

6市6町あった。これらの自治体

を一概に問題であるとは言えないものの、市町村都

計審本来の役割を考えると、専門分野を持つ教員委

員の任命が望まれるところである。 

(III) 「その他委員」の構成 

 表－5に教員委員不在の41市106町における「その

他委員」の「選出母体、職業」を示す（複数回答）。

表より、商工会(商工会議所)から選出された者を任

命している自治体が37市74町と最も多く、次いで農

業委員から選出された者を任命する自治体が23市54

町、農協・JAからの者を任命している自治体が16

市34町となっている。教員委員を持たず、これらの

委員のみで構成される市町村都計審が「調査審議」

を行い、審議会としての「アカウンタビリティ」を

果たし得るかについては改めて検証が必要であろう。 

(IV) 臨時委員、専門委員の委嘱状況 

 教員委員を任命していない自治体のなかで「臨時

委員、専門委員の委嘱経験がある」と回答したもの

は1市4町のみであった。教員委員を任命していない

自治体において、学術的・専門的な知識・経験を補

う手段が講じられているとは言い難い状況がある。 

 

(3)現状の背景の分析 

(I) 教員委員、その他委員の任命可能性と任命理由 

 表－6より、教員委員を任命している自治体にお

いても多くの自治体では「人材が特定される」と回

答している。また、「人材が特定される」と回答し

た自治体は人口規模の大小に関係なく存在しており、

地方部の自治体においては「人材の不足」が課題と

認識されている。 

 次いで表－7を見ると、教員委員を任命している

自治体の「その他委員」の任命理由として最も多い

のは、住民委員枠の補足か否かに関わらず「議論の

幅を広げるため」（29市13町）であることがわかる。

一方、33市61町が「高等教育機関の教員が少ない

(いない)ので」教員委員を任命していない。 

(II) 都市計画専門家の地理的分布 

次に都市計画学会九州支部に所属する正会員の

うち、高等教育機関に所属する教員(以下、正会員

教員)の人数を各県別に表－8に整理した。表より、

福岡県においては県内全ての市町村都計審の数より

正会員教員数の方が多いものの、その他の県では市

町村都計審の数と正会員教員数の間には2倍以上の

開きがある。特に長崎、宮崎、鹿児島の3県では5倍

以上の開きがある。これらの県においては正会員教

員が市町村都計審数に比して圧倒的に少ない。 

 次に、教員委員の任命の有無を自治体の行政機関

(市役所、町役場)から正会員教員が所属する高等教

育機関までの直線距離(以下、大学距離)と審議案件

数との関係を表－9にまとめた。大学距離が30km未

満であるのは113自治体、30km以上あるものは85自

治体である。これは九州支部の正会員教員が所属す

る高等教育機関が特定の自治体(20自治体、福岡市、

北九州市含む)に集中していることと関連している。

実際、大学距離が30km以上の自治体のうち74自治

体では教員委員を有さず、これらの自治体での教員

委員任命の困難さが理解できる。特に、大学距離が



表－９　正会員教員が所属する高等教育機関と
自治体までの直線距離と教員委員の有無

審議
案件数

大学距離
30km
未満

30km
以上
計

30km
未満

30km
以上
計

30km
未満

30km
以上
計

30km
未満

30km
以上
計

教員あり 10 5 15 29 3 32 7 3 10 4 4 61
教員なし 30 34 64 29 37 76 3 2 5 1 1 2 147
合計 40 39 79 58 40 108 10 5 15 5 1 6 208

合計

0 1～ 3 4～ 6 7以上

30km未満で、審議案件数が4件未

満の98自治体のうち、59自治体で

教員委員が任命されていないこと

を考えると、教員委員任命のイン

センティブが希薄と解釈できよう。

このインセンティブの低さについ

ては、低い公開性6)や審議案件数の少なさ7)等が関

連していると考えられる。また、市町村都計審が軽

微な案件しか取り扱っていないという可能性を考え

ることもできる。 

 

５．自由意見から読み取れる自治体の意向 

 

 著者らが、「市町村決定案件」、「原案作成案

件」が非常に少なく、ほとんどの諮問案件が異論や

反論もなく是認されていることを示し、市町村都計

審での議論が深化していない可能性を指摘した7)こ

となどを考え合わせると、市町村都計審における専

門性の向上と情報公開は車の両輪の関係として考え

る必要があろう。これに関連して、今回の調査での

自由意見を整理すると，委員構成や人材に関しては、

a)「専門的な学識者を委員に任命することにより、

充実した委員構成が図れる」、b)「案件との委員と

の間に適度な距離が保たれ、客観的な意見が期待で

きる」、といった専門性向上の必要性を認識してい

る回答が24件あった。また、情報公開による透明性

の確保の必要性が認識されているもとも明らかにな

り，市町村都計審の専門性の向上を情報公開と関連

させて認識している自治体があることがわかった。 

 

６．まとめと考察 

 

 本研究の調査・分析結果を以下に示す。 

①「教員委員」不在の自治体が全体の約7割ある。

②都市計画と関わりが深い何れの分野の委員も任命

していない自治体も存在する。③教員委員を任命し

ている自治体でも、教員委員となり得る人材は少な

く特定されている。④「その他委員」は、「教員委

員の代替」として任命されている傾向がある。⑤

「教員委員」を任命し得ないことの1つの要因に大

学が地理的に偏在していることが挙げられる。 

これらのことから、市町村都計審の「専門性の

向上」が必要であると言えよう。そのためには教員

委員確保が必要であり，その方策として、①複数の

自治体で広域的な都市計画審議会を設置する、②正

会員教員を近隣の複数の自治体で共有し、同日日程

で開催するなど教員委員の利便を図る、あるいは③

あえて市町村都計審を法定化せず、県の都市計画審

議会の教員委員を増員し、市町村都計審の専門部会

の役割を担ってもらうなど、広域的な教員委員の活

用等の対応が現実的であろう。 

今後、市町村都計審が行うべき「調査審議」の

重要性が増し、そのアカウンタビリティを果たすこ

とが強く求められる。したがって、市町村都計審の

専門性を担保することが期待される「教員委員」の

存在意義は大きい。また、専門性が確保されれば公

開性も同時に拡大できよう。市町村都計審の意義の

明確化を含め、都市計画のインフォームド・コンセ

ント手続き9)を進めるためにも、議事録の調査やヒ

アリング調査による詳細分析や、専門性向上の取り

組みとその効果に関する分析が必要と考えている。 
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